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○歳入予算 

 

 

 

(5) 一般会計当初予算の内容 

歳入予算の構成図 

県税

155,000

(29.0%)

地方消費税清算金

44,708

(8.4%)

分担金及び負担金

1,584

(0.3%)

使用料及び手数料

8,327

(1.6%)

財産収入

667

(0.1%)

寄附金

95

(0.0%)繰入金

18,589

(3.5%)
繰越金

0

(0.0%)

諸収入

28,552

(5.3%)

地方譲与税

23,604

(4.4%)

地方特例交付金

760

(0.2%)

地方交付税

115,000

(21.5%)交通安全対策

特別交付金

440

(0.1%)

国庫支出金

57,867

(10.8%)

県債

79,107

(14.8%)

自主財源

257,522

(48.2%)

依存財源

276,778

(51.8%)

歳 入 合 計

5,343億円

（単位：百万円）

うち臨時財政対策債

30,600 (5.7%)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

平25 平26 平27 平28 平29

1,310 1,411 1,520 1,555 1,550 

407 346 333 332 286 
590 589 

753 838 739 

1,078 1,160 
1,140 

1,160 
1,150 

494 
572 

581 
588 

579 
857 

808 
798 739 

791 

218 
267 

261 234 248 

（億円）

（年度）

歳入款別当初予算額の推移

依
存
財
源

自
主
財
源

(注) 1 ｢その他依存財源｣は、地方譲与税、地方特例交付金および交通安全対策特別交付金です。｢その他自主財

源｣は、地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金および繰越

金です。

2 (％)は自主財源比率を表しています。

5,153 

(45.5%)

5,386 

(48.4%)

5,343 

(48.2%)

県 税

諸収入

そ の 他
自主財源

地 方
交付税

国 庫
支出金

県 債

そ の 他
依存財源

4,954 

(46.5%)

5,446

(50.0%)
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個人県民税は、税収の多くを占める給与所得者の所得割の増が見込まれるものの、一方で、配当割

等の減が見込まれることから、5 億円減（▲1.0％）の536 億円を見込んでいます。 

また、地方消費税は、申告納付等の制度上の仕組みから平成２６年４月からの税率引上げの影響が

平準化すること等による減収が見込まれることから、11 億円減（▲5.3％）の189 億円を見込んで

います。 

法人二税は、平成28 年初頭からの円高の状況から輸出関連企業において収益がやや低下していま

したが、このところ景気改善の動きも見られることから、６億円増（＋1.3％）の 428 億円を見込

んでいます。 

 

 

 

主なものとしては、都道府県間の財政力格差を是正するため地方法人特別税（国税）を再配分する

地方法人特別譲与税があり、平成 29 年度は、対前年度比 14 億円増（＋6.9％）の 216 億円を見

込んでいます。その他に地方揮発油譲与税を19 億円、石油ガス譲与税を1 億円計上しています。 

 

 

 

平成29 年度の国の地方財政計画では、地方交付税総額が減となる一方、地方税と臨時財政対策債

が増加し、一般財源総額は増加しています。 

これに基づき、本県の法人二税等については増収が見込まれ、臨時財政対策債について前年度に比

べ1 億円の増を見込んでいることから、地方交付税は前年度に比べ10 億円減の1,150 億円を計上

しています。 

（参考）地方交付税＋臨時財政対策債 1,456 億円（対前年度比 ▲9 億円 ▲0.6％） 

 

 

 

地方創生推進交付金や国民健康保険財政安定化基金、団体営土地改良事業費などが増加となるもの

の、地域医療対策支援臨時特例交付金や農業就業近代化対策費、参議院議員通常選挙費の減少等によ

り、全体として9 億円減少しています。 

 

 

 

財政調整基金を 60 億円（平成 29 年度末現在高見込額 97 億円）、県債管理基金を 40 億円（平

成29 年度末現在高見込額51 億円）取り崩すほか、福祉・教育振興基金を28 億円取り崩すことと

しています。 

また、その他の特定目的基金については、地域医療介護総合確保基金を2１億円、琵琶湖森林づく

り基金を８億円、琵琶湖管理基金を5 億円取り崩すなど、引き続き、それぞれの基金の目的に沿って

活用することとしています。 

 

 
 

文化財保存修理費や河川事業費が増加となるものの、中小企業関係資金貸付金や公共用地先行取得

事業資金が大幅に減少することなどにより、46 億円減少しています。  

地方譲与税 ＋14 億円（＋6.1%、㉙236 億円 ← ㉘222 億円） 

県税 ▲５億円（▲0.3％、㉙1,550 億円 ← ㉘1,555 億円）    

繰入金 ▲60 億円（▲24.5%、㉙186 億円 ← ㉘246 億円） 

地方交付税 ▲10 億円（▲0.9％、㉙1,150 億円 ← ㉘1,160 億円） 

国庫支出金 ▲9 億円（▲1.6%、㉙579 億円 ← ㉘588 億円） 

諸収入 ▲46 億円（▲13.9%、㉙286 億円 ← ㉘332 億円） 
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平成29 年度は791 億円で、対前年度比52 億円の増となっています。このうち、臨時財政対策

債を除く県債は485 億円で、対前年度比51 億円の増を見込んでいます。 

これは、県立学校の耐震対策工事や再編整備工事などが進捗により減少するものの、新生美術館や

（仮称）彦根総合運動公園の整備について、工事に着手することに伴い新たに県債を発行するほか、

財源対策のために退職手当債を発行することなどが主な増加の要因です。 

また、地方交付税の振替として発行している臨時財政対策債は、対前年度比1 億円増の306 億円

を見込んでいます。 

こうした結果、県債残高は、平成29 年度末に1 兆903 億円となる見込みで、このうち臨時財政

対策債を除く実質的な県債は、6,401 億円となり、平成28 年度末見込みより、165 億円の増とな

っています。 

 

付表 第5 表 平成29 年度一般会計歳入予算の内訳（当初予算の比較） → 60 ページ 

   第6 表 最近3 カ年における県税の決算予算額 → 61 ページ 

 

 

  地方交付税の状況は 

平成16年度から始まった三位一体の改革を通じて地方交付税が大幅に削減されましたが、その削減額は、

下表のとおりです。 

なお、平成13 年度から財源不足に対応するために、地方交付税の一部が臨時財政対策債に振り替わって

いますので、本来の地方交付税相当額としてこれを含めて把握する必要があります。 

 
  ＜地方交付税＋臨時財政対策債の状況＞                             （単位：億円） 

  

  地方交付税には、普通交付税と特別交付税があり、普通交付税は、各地方団体が標準的な行政サービスを

提供するのに必要な額（基準財政需要額）と、標準的な税収入額から留保分（25%）を除く一定額（基準

財政収入額）を算定し、需要額が収入額を超える額に応じて交付されます。 

平成 29 年度の国の地方財政計画では、一般財源総額が前年度とほぼ同程度確保された中、国税・地方

税の増収はあったものの、前年度からの繰越金がなかったことから財源不足額が増加し、その結果、臨時財

政対策債は増加しました。 

本県においても、平成 29 年度は法人二税等の増収を見込んでいる中、国の計画を踏まえた地方交付税

の本県への交付額は、前年度に比べ 10 億円減の 1,150 億円、臨時財政対策債は前年度に比べ 1 億円の

増を見込んでおり、臨時財政対策債を合わせた予算額では、前年度当初予算に比べ９億円減となり、三位一

体の改革前の平成15 年度決算額と比べると300 億円以上下回っています。  

○その間の県税収入  ＋189 億円（Ｈ15 決算額 1,299 億円 → Ｈ29 当初予算額 1,488 億円） 

※県税収入のＨ29当初予算額は、税源移譲による増収および地方法人特別税（国税化）による減収がなかった 

場合の推計額です。 

        H12決算額 H15決算額 H15－H12 H28当初予算額 H29当初予算額 H29－H15 

地 方 交 付 税 1,610 1,418 ▲192 1,160 1,150 ▲268 

臨時財政対策債 － 411 411 305 306 ▲105 

合     計 1,610 1,829 219 1,465 1,456 ▲373 

参 考

県債（臨時財政対策債含む）    ＋52 億円（＋  7.1％、㉙791 億円 ← ㉘739 億円） 

県債（   〃   除く）  ＋51 億円（＋11.8％、㉙485 億円 ← ㉘434 億円） 
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議会費

1,190 

(0.2%)

総合政策費

12,198 

(2.3%)

総務費

19,546

(3.7%)

県民生活費

8,798 

(1.6%)

健康医療福祉費

92,958

(17.4%)

商工観光労働費

18,133

(3.4%)

琵琶湖環境費

17,956

(3.4%)

農政水産業費

18,697 

(3.5%)

土木交通費

49,172 

(9.2%)警察費

30,684 

(5.7%)

教育費

137,652 

(25.8%)

災害復旧費

693 

(0.1%)

公債費

79,431

(14.9%)

諸支出金

47,062 

(8.8%)

予備費

130 

(0.0%)

歳 出 合 計

5,343億円

（単位：百万円）

 ○歳出予算 

 ＜目的別内訳＞ 

歳出総額に占める目的別経費の割合は、教職員の給与費を含む「教育費」が1,376 億円で25.8%と最

も大きく、教職員退職手当などが増となった一方で、県立学校耐震対策費や学習船建造費などの減により、

前年度より10 億円（0.7%）減少しています。教育費に次いで歳出総額に占める割合が大きい経費が「健

康医療福祉費」で 930 億円、全体の

17.4%で、国民健康保険財政安定化基金運

営事業などが増となった一方で、地域医師

確保推進事業などの減により、前年度より

２億円（0.2%）減少しています。 

この他、前年度当初予算に比べ増加して

いる主な経費として、「県民生活費」が（仮

称）彦根総合運動公園整備事業などにより

18 億円（25.2%）増、「警察費」が警察

署移転新築整備などにより７億円（2.2%）

増加しています。 

一方、前年度当初予算に比べ減少してい

る経費として、「商工観光労働費」が最近

の市場金利や融資残高の減少の影響を踏

まえた中小企業振興資金貸付金の減など

により32 億円（14.9%）減、「総合政策

費」が公共用地の先行取得に係る土地開発

公社への貸付金の減などにより 20 億円

（13.8%）減少しています。 

この他、「総務費」が参議院議員通常選挙執行費の減などにより11 億円（5.4％）の減、「農政水産業費」

が農地中間管理事業促進費の減などにより9 億円（4.8%）減少しているほか、「琵琶湖環境費」が琵琶湖

博物館展示交流空間再構築事業費の減などにより７億円（3.6%）減少しています。 
 

付表 第７表 平成29 年度一般会計歳出予算の目的別内訳（当初予算の比較） → 61 ページ 

歳出予算の目的別構成図 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

平25 平26 平27 平28 平29

1,303 1,324 1,362 1,395 1,376 

823 849 869 931 930 

809 825 818 802 794 

445 460 477 486 492 
266 

313 
487 

504 471 282 
295 

314 
300 307 

203 
210 

207 207 195 

141 
153 

206 196 187 

285 
269 

222 213 181 
171 

192 

181 186 
180 

204 
210 

216 203 
122 88 

22 

53 
27 23 

20 

（億円）

（年度）

歳出款別当初予算額の推移

4,954
その他

琵琶湖環境費

警察費

総務費

商工観光労働費

健康医療福祉費

公債費

土木交通費

教育費

5,343

諸支出金

(注) 1 「その他」は、議会費、災害復旧費および予備費です。

2 年度間で費目の内容に変動があります。

5,386 5,446

県民生活費

総合政策費

5,153

農政水産業費
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＜性質別内訳＞ 

 歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が 1,719 億円で 32.2%と最も大きく、前年度より４億円

（0.2％）減少しています。これは、平成 28 年度の人事委員会勧告の実施に伴う増（＋12 億円）や退職者の増

加に伴う退職手当の増（＋２億円）などがあったものの、共済負担金率の変更等に伴う減（▲９億円）、給与制度

の総合的見直しによる減（▲２億円）や平均年齢の低下などによる職員の新陳代謝に伴う減（▲６億円）などによ

るものです。 

「扶助費」は543 億円、全体の10.2%で、 

社会保障関係費の自然増等により前年度に比べ 

22 億円（4.3%）増加しています。 

また、「公債費」は793 億円、全体の 

14.8%で、利子の減により、前年度より７億

円（0.9%）減少しています。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた、いわ

ゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合

は、57.2％で、前年度に比べ 1.3 ポイント

上昇しています。 

「投資的経費」は 758 億円で、全体の

14.2％を占めており、文化財保存修理受託事

業費や新生美術館整備事業費等の「普通建設

事業費」が増加することにより、全体として

４億円（0.5%）増加しています。 

        

付表  第８表 平成29 年度一般会計歳出予算の性質別内訳（当初予算の比較） → 62 ページ 
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4,500

5,000
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平25 平26 平27 平28 平29

1,185 1,171 1,164 1,187 1,190 

232 228 240 241 240 

283 288 293 295 289 

437 455 489 521 543 

808 824 818 801 793 

645 730 756 747 752 

8 
41 11 7 6 

955 
1,031 

1,242 1,282 1,227 

310 
281 

266 253 204 
91 

104 

107 112 
99 

（億円）

（年度）

歳出性質別当初予算額の推移

4,954

一般行政費

災害復旧事業費

扶助費

公債費

普通建設事業費

人件費（その他）

5,343

貸付金

(注) 「その他」は、維持補修費、積立金、出資金、繰出金および予備費です。

5,386 5,446

その他

5,153

歳出予算の性質別構成図 

義
務
的
経
費 

投
資
的
経
費 

そ
の
他
の
経
費 

人件費（教育費） 

人件費（警察費） 

人件費（教育費）

119,013 

(22.3%)

人件費（警察費）

23,957(4.5%)

人件費（その他）

28,914(5.4%)

扶助費

54,269 

(10.2%)
公債費

79,339 

(14.8%)

普通

建設事業費

75,192 

(14.1%)
災害復旧

事業費

630 

(0.1%)

一般行政費

122,712 

(23.0%)

貸付金

20,344

(3.8%)

その他

9,930 

(1.8%)

義務的経費

305,492 

(57.2%)

投資的経費

75,822 

(14.2%)

その他

の経費

152,986 

(28.6%)

歳 出 合 計

5,343億円

（単位：百万円）

人件費計

171,884

(32.2%)
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▷生活費              195 万円 

（人件費・物件費など） 
 
▷医療・介護費         54 万円 

（扶助費（市町への補助分含む）） 
 
▷家族への仕送り      106 万円 

など（補助費等、繰出金） 
 
▷家の修繕・増改築    76 万円 

など（投資的経費） 
 
▷親戚の事業への貸付   20 万円 

（貸付金） 
 
▷ローンの返済         79 万円 

（公債費） 
 
▷預金                   4 万円 

（積立金） 
 

支 出 収 入 

県の予算を年間収入534万円の家庭の家計簿に 
たとえてみると・・・ 

 
（平成2９年度一般会計当初予算を10万分の1に圧縮しました。） 

参 考 

 
▷給料            323 万円 
 ・うち基本給（県税）          155 万円 

・うち諸手当（地方交付税など）     168 万円 
 
▷公的助成など       83 万円 
 （国庫支出金など） 
 
▷預金の取り崩し    18 万円 
 （繰入金） 
 
▷銀行からの借入    79 万円 
 （県債） 
 
▷親戚への貸付金の   28 万円 

返済など（諸収入） 
 
▷土地の売却収入など    1 万円 
 （財産収入） 

 

▷その他の収入          2 万円 

年間収入 
534 万円 

預金残高     39 万円         ローン残高   1,090 万円 

（注）預金残高、ローン残高は、平成2９年度末見込み 

下水道の整備といった特別の事業や、貸付事業でその返済金などの収入をもって行

う事業を、「特別会計」として他の事業と区分しています。 
特別会計 

市町振興資金貸付事業 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

中小企業支援資金貸付事業 

就農支援資金貸付事業等 

林業・木材産業改善資金貸付事業 

沿岸漁業改善資金貸付事業 

琵琶湖総合開発資金管理事業 

公債管理 

流域下水道事業 

土地取得事業 

用品調達事業 

収入証紙 
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○一緒にやりましょうプロジェクト 

特別な事業予算を伴うことなく、職員一人ひとりの創意工夫や、県民等との対話と共感、協働の

実践等により、政策課題の解決や県民サービスの向上を目指す事業を「一緒にやりましょうプロジ

ェクト」と位置付け、平成27 年度から全庁を挙げて取り組んでいます。 

○マザーレイク滋賀応援寄附を活用した事業 

皆さんから、マザーレイク滋賀応援寄附にいただいた寄附金は、次の事業の財源として、大切に

活用させていただきます。 
 

 

 
 

 
 

 

 

                        

＜取り組みの内訳＞       計  104 事業    
 
１ 県民等との協働・連携    25 事業 

２ 市町との連携・支援       7 事業 

３ 県民向け行政サービスの拡大 43 事業 

４ 各種行政情報の提供      21 事業 

５ 行政資源の有効活用       3 事業 

６ それ以外のもの          5 事業 

 

 
   

■外来生物防除対策事業                    4,000 千円 

■「豊かな生きものを育む水田」普及促進事業        1,900 千円 

■「体験で学ぼう！びわ湖の魚たち」事業          1,700 千円 

■学習船「うみのこ」記念事業               1,400 千円 

■県民参加型交流会開催事業                1,860 千円 

■「びわ湖の日」推進事業                       300 千円 

■環境人材育成のための教材等作成事業           3,043 千円 
   

 

■開館25 周年記念 安土城考古博物館所蔵品再生展示事業   5,100 千円 

 

 

■「世界農業遺産」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進事業            1,400 千円  合計 20,703 千円   

琵琶湖に関する事業 

歴史的文化的資産に関する事業 

 
【主な取組事例】   

 ■ ひろげよう みんなのあんまちネットワーク事業（県民活動生活課） 

 ■ 湖底清掃活動（琵琶湖政策課） 

■○新みんなで滋賀の文化財に親しむDay！（教育総務課、文化財保護課） 

 ■ 県有史跡地（近江風土記の丘）維持管理（文化財保護課） 

 ■ 土曜サロンの開催（図書館）  

 ■ 地域おこし協力隊の地域定住・定着の支援（市町振興課） 

■○新県営住宅・市営住宅公募連携事業（住宅課） 

 ■ ようこそ！県庁わくわく探訪（広報課） 

 ■ 防災出前講座（防災危機管理局） 

 ■ 啓発資材「ジンケンダー」着ぐるみ等を活用したふれあい型啓発（人権施策推進課） 

 ■ 多文化共生出前講座（観光交流局） 

 ■ 営農指導スキルアップ講座（農業技術振興センター） 

 ■ 出前講座・水害図上訓練（流域政策局） 

 ■ 文化財建造物保存修理現場見学会（文化財保護課）  

 ■○新ごみ３R 出前講座（循環社会推進課） 

 ■ 薬物乱用問題についての出前講座（薬務感染症対策課） 

 ■ オープンセンターの開催（東北部工業技術センター） 

出前講座 42 事業  情報発信 14 事業 

施設見学   7 事業  公開講座   9 事業 

イベント 12 事業  その他  20 事業 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

108事業 103事業 108事業 114事業 104事業

過去５か年の実績（事業合計数）

琵琶湖・歴史的文化的資産に関する事業 
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特別会計は、下水道の整備といった特別の事業の実施や貸付事業で特別の資金をもって運用するものなど、

他の事業と区分して経理する必要がある事業について、一般会計とは別に経理している会計です。 

 
 

                                              （単位：千円） 

特 別 会 計 名 予 算 額 主 な 事 業 概 要 

市町振興資金貸付事業特別会計 616,000 
市町振興資金貸付 

一般会計繰出 

200,000 

318,693 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 155,700 
母子父子福祉資金貸付 

寡婦福祉資金貸付 

146,200 

5,000 

中小企業支援資金貸付事業特別会計 1,436,800 
県債元利償還 

一般会計繰出 

881,198 

535,987 

就農支援資金貸付事業等特別会計 88,600 
就農支援資金貸付 

県債元利償還 

2,850 

7,334 

林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計 207,700 
林業・木材産業改善資金貸付 

木材産業等高度化推進資金貸付 

30,000 

110,000 

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 64,200 

経営等改善資金貸付 

生活改善資金貸付 

青年漁業者等養成確保資金貸付 

9,500 

500 

10,000 

琵琶湖総合開発資金管理事業特別会計 303,371 県債元利償還  

公債管理特別会計 137,455,646 県債元利償還（借換債含む。） 135,425,950 

流域下水道事業特別会計 19,904,000 

流域下水道建設 

流域下水道管理 

県債元利償還 

7,922,422 

7,274,331 

4,227,807 

土地取得事業特別会計 2,820,600 

公共用地先行取得 

基金積立 

県債元利償還 

2,345,000 

94,228 

381,372 

 
付表 第9 表 平成29 年度特別会計予算（当初予算の比較） → 62 ページ 

(6) 特別会計当初予算の状況 


